
１０．平成１８年 ３月期 個別中間財務諸表の概要
平成17年11月16日

日比谷総合設備株式会社 上場取引所　　東

本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.hibiya-eng.co.jp/) 東京都

代表取締役社長　氏名 木 村　信 也

財　務　部　長　氏名 蒲 池　哲 也

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１単元1,000株）

１. 17年 9月中間期の業績（平成17年4月1日 ～ 平成17年9月30日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

円　　銭

①期中平均株式数 17年 9月中間期 36,176,748 株   16年 9月中間期 36,876,931 株   17年 3月期 36,702,906 株  

      ②会計処理の方法の変更 無

      ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

(3)財政状態

①期末発行済株式数  17年 9月中間期 36,324,764 株   16年 9月中間期 36,877,488 株   17年 3月期 36,069,017 株   

　　　　②期末自己株式数 17年 9月中間期  1,675,545 株   16年 9月中間期  3,122,821 株   17年 3月期  1,931,292 株   

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成17年4月1日  ～  平成18年3月31日 ）

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           23 円 40 銭

（財）財務会計基準機構会員

－

有

なお、年間予想配当金には、会社創立４０周年による１０円の記念配当を含んでおります。

TEL (03) 3454 - 1258

１ 株 当 た り 中 間
 ( 当 期 ） 純 利 益

－

経　常　利　益
％
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△ 553
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－
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10.10
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※

　

(注)

通　　期

業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成しており、実際の業績は、今後様々

な要因によって異なる可能性があります。上記業績予想に関する事項は添付資料の５ページを参照してください。
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（１）中間貸借対照表

（単位:百万円）

（資産の部）

（負債の部）

（資本の部） 　　 % 　　 %

10.8 10.1

100.0

202        

未 成 工 事 受 入 金

2,873      

賞 与 引 当 金

完 成 工 事 補 償 引 当 金

工 事 損 失 引 当 金

37         

141        

匿 名 組 合 出 資 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 本 準 備 金

支 払 手 形

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

1,631      2,470      4.4

負 債 資 本 合 計 52,961     

37,810     

 △ 2.3 

56,814     

資 本 合 計

2,015      

21,691     24,191     

△　 2,336 △　 1,322  △ 4.4 自 己 株 式

任 意 積 立 金

中間（当期）未処分利益（△損失） 1,008      

1,270      1,270      

5,931      

44.0 45.726,470     24,977     50.0 25,351     

１１．個別中間財務諸表等

資 本 剰 余 金

流 動 負 債

37,450     

固 定 負 債 5.2

1,270      

5,931      

3.1

2,649      

負 債 合 計 15,510     19,004     

106        

2,693      

5,931      11.2

　　 %

74         

5,753      

-          
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90         

33.429.3

5,931      10.4

5,753      

5,931      

39         

174        そ の 他

工 事 未 払 金

未 払 法 人 税 等 46         86         

8,519      9,475      

107        

5,753      

　　 %

11,297     

10.7

2,654      
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△　 　110

1,937      

100.0
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100.0

17,942     

28.4 15,197     27.4
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　　 %

前 事 業 年 度

2,295      

3,450      

構 成 比
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12,610     

(平成17年3月31日現在)

11,576     

41.9

22,099     
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423        

△　 　108

完 成 工 事 未 収 入 金
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4,537      

資 産 合 計

そ の 他
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4,380      
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671        

41.9
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101        
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△　 1,493 
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-          73         
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37         

489        565        
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（２）中間損益計算書

営 業 外 費 用 合 計

0.1

そ の 他

税引前中間（当期）純利益（△損失）

期　　別

18,108     完 成 工 事 高

科 目

16,545     完 成 工 事 原 価

17,698     

64         

 △ 1.9 

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

そ の 他

営 業 外 収 益 合 計

 △ 3.1 

233        

完 成 工 事 総 利 益

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

営 業 外 費 用

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

支 払 利 息

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

1.6

0.5

0.1

0.1

 △ 0.7 

719        

中間（当期）未処分利益（△損失）

△     547  △ 3.1 △     103

 △ 1.3 

1,354      

－

）
自 平成16年4月 1日 自 平成16年4月 1日

93.6

金    額百分比

%

100.0

至 平成16年9月30日

金    額

（

676        

91.4

25         

百分比

%

100.045,284     

1.5

 △ 0.2 

420        

3,911      

255        99         

254        

22         

3          

353        

中 間 配 当 額

 △ 0.6 

1,133      

16,565     

2,014      

91.4

△     881

0.1

△      93

2.0

 △ 5.0 

8.6

11.4

 △ 2.8 

2.1

6.4

0.3

382        

1          

 △ 0.7 

0.0

5          

6          

115        

△     339

21         

11.4

551        

0.131         

24         

1.2

（ ）
至 平成17年3月31日

6          

前 事 業 年 度

（単位:百万円）

8.6

4,005      8.8

△     498

2,061      

41,372     

%

金    額

100.0

自 己 株 式 処 分 差 損 13         

△     229

自 己 株 式 消 却 額 －－

中間（当期）純利益（△損失） △      89

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

0.6

1,354      2,119      

特 別 利 益

特 別 損 失 0.228         

46         0.3 0.359         

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間

0.8 △ 0.5 370        

291        

105        

1,563      

△     553

53         

0.7△     119

57         

（
自 平成17年4月 1日

）
至 平成17年9月30日

百分比

△     122

267        

6          

276        

1,008      

1,546      

－

2,015      △     110

13         
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　　① 総平均法による原価法

② 

総平均法による原価法

時価法

個別法による原価法

固定資産の減価償却の方法

引当金の計上基準

その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

会 計 処 理 の 変 更

・・・・

・・・・

５．

(6)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

・・・・

４．

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上してお
ります。

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

(3) 完成工事に対する瑕疵担保補償の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る1年間の
完成工事高に対し、過去の実績を基礎に将来の見込を加味して計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した事業年度から
費用処理することとしております。

完 成 工 事 補 償 引 当 金

・・・・

(5) 退 職 給 付 引 当 金

長期大型工事（請負金額10億円以上、工期12ヶ月以上、進捗率30%以上の工事）につい
ては、工事進行基準によっております。なお、工事進行基準によった完成工事高は
1,329百万円であります。

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。

(2) 消 費 税 等 の 会 計 処 理

(1) 長期請負工事の収益計上処理

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上して
おります。

(4) 工 事 損 失 引 当 金・・・・受注工事に係る将来の損失に備えるため、当中間会計期間末手持工事のうち損失の発
生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失
見込額を計上しております。

有 形 固 定 資 産

３．

(2) 賞 与 引 当 金

(1)

(2) 無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

・・・・

・・・・

(2)

時 価 の な い も の

２．

(3)

未 成 工 事 支 出 金

た な 卸 資 産

デ リ バ テ ィ ブ

(1)

リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法

・・・・

・・・・

定額法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に
よっております。

・・・・

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は総平均法により算定）

・・・・

・・・・

１．

・・・・

・・・・

(1)

資産の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の

有 価 証 券

定率法

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

・・・・

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま
す。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に
基づく定額法によっております。

従業員賞与の支給に備えて、支給見込額基準相当額を計上しております。
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注　記　事　項

有形固定資産の減価償却累計額 百万円 百万円 百万円

保証債務

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

（ 有 価 証 券 関 係 ）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。

(2)

16

（当中間会計期間末） （前事業年度末）

21

（前中間会計期間）

（前中間会計期間末）

（中間貸借対照表関係）

(1)

（中間損益計算書関係）

関係会社 三条ユニバーシティーハウス株式会社が損害保険会社と締結した履行保証保険契約（保険金額180百万円）に基づく

償還債務について、連帯して保証しております。

42

31

（ 前 事 業 年 度 ）

22

（当中間会計期間）

16
無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 実 施 額

（ リ ー ス 取 引 関 係 ）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

1,1571,1731,159

有 形 固 定 資 産
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